
令和５年度 第四次富士市情報化計画実施状況一覧表

上期 下期

1 1-1-1
市税のクレ
ジットカード
納付

重点
事業

〇 収納課
クレジットカード納付などのキャッ
シュレス収納を追加し、納付チャネル
を拡大する。

実施中 運用・実施 運用・実施

QRコードを活用した
キャッシュレス納付の
推進（ウェブサイト、
ポスター、共通用封筒
の印字）を行った。

A
現状維持
の方向

変更なし

2 1-1-2
口座振替登録
のオンライン
申請

重点
事業

〇 収納課等
市税等の口座振替登録申請をウェブサイ
ト上で行えるようにする。

実施中
調査・基礎研

究
要件調査・導

入検討

市税以外の公金の口座
振替のオンライン申請
を可能とするため、事
業者と打合せを行い、
費用を確認した。

B
現状維持
の方向

変更なし

3 1-1-3
介護ワンス
トップサービ
スの提供

重点
事業

〇 介護保険課

国が運営するマイナポータルのぴった
りサービスを用いて、要介護認定申請
など介護保険サービスの利用に必要な
手続をオンラインで行える介護ワンス
トップサービスを提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施

申請管理システムによ
る介護保険サービスに
係る電子申請の受付処
理。

B
現状維持
の方向

変更なし

4 1-1-4
子育て支援ア
プリ運用実施

重点
事業

〇
こども未来
課

妊娠期から子育て期に使用する便利な
機能と、市からのお知らせなどの情報
を１つにまとめた、オールインワンの
「妊娠・子育て支援システム」を導入
し、令和４年度から運用を開始する。

実施中 運用・実施 運用・実施

アプリを運用した。ま
た、アプリ内に子育て
関連イベントの情報を
掲載した。

B
現状維持
の方向

変更なし

5 1-1-5
子育てワンス
トップサービ
スの提供

重点
事業

こども家庭
課、子育て
給付課、保
育幼稚園課

マイナンバーカードを用いたオンライ
ンで一括して手続が行える「子育てワン
ストップサービス」のうち、「子育て
支援」に関するサービスの提供を行
う。

実施中 運用・実施 運用・実施

児童手当9業務、児童
扶養手当1業務、妊娠
届出1業務について運
用した。

B
現状維持
の方向

変更なし

6 1-1-6
電子申請シス
テムの運用

推進
事業

〇
デジタル戦
略課

インターネットを利用した申請や手続
のオンライン化をより一層充実させ、
市民がいつでもどこからでも身近に利用
できるサービスの提供を進める。

実施中 運用・実施 運用・実施

・森林墓苑墓所管理
料、まちづくりセン
ター講座参加負担金で
オンライン決済を導入
した。
・電子申請未導入の手
続について、オンライ
ン化に向け伴走支援を
実施した。

B
現状維持
の方向

変更なし

7 1-1-7
市民通報シス
テムの運用

推進
事業

〇
デジタル戦
略課

市道の損傷や公園遊具の不具合、ごみ
の不法投棄について、市民がスマート
フォンの位置情報機能やカメラを利用
し、アプリ上でいつでもどこからでも投
稿することができ、また、進捗状況や
対応結果をアプリ上で確認することが
できる。

実施中 運用・実施 運用・実施

安定稼働している。
初心者向けスマホ教室
やＳＮＳにて広報を行
い、投稿件数・会員登
録者ともに増加してい
る。

A
現状維持
の方向

変更なし

8 1-1-8
公共施設案
内・予約シス
テムの活用

継続
事業

〇
デジタル戦
略課

本市が所有する施設の利用（予約）状
況をインターネットに公開し、利用者
がいつでもどこからでも予約状況を確認
でき、一部施設においては予約申請を
行うことができるサービスを提供す
る。

実施中 運用・実施 運用・実施

・インターネット予約
申請受付施設の周知を
行い、インターネット
予約の割合を向上させ
る。
・継続運用を行うとと
もに、新システムの導
入準備を進める。

B
拡大・拡
充の方向

変更なし

9 1-1-9
保育園等ICT
化事業

継続
事業

〇
保育幼稚園
課

令和３年４月より、公立園では園児の
登降園管理と職員の出退勤管理につい
て、私立園では給付費等の請求額の算
出について、運用開始した。これによ
り、利用者の利便性の向上、保育士等
の事務負担の軽減を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

ICTシステムの更なる
活用(バクの改良による
利便性向上、処遇改善
算出、補助金処理機能
追加の検討開始)

B
現状維持
の方向

変更なし

10 1-1-10
電子申告シス
テムの運用

重点
事業

〇
市民税課、
収納課

eLTAX（エルタックス）によるイン
ターネットを利用した電子申告・申
請・納税のサービスを拡大する。個人
住民税の特別徴収納税額通知の電子化
など、機能を強化する。

実施中 運用・実施 運用・実施

運用中のｅＬＴＡＸ
（エルタックス）に加
え、たばこ税に係る共
通納税システムの更新
及び、特別徴収税額通
知（納税義務者用）の
電子化に係るシステム
改修を実施した。

B
拡大・拡
充の方向

変更なし
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11 1-1-11
映像通報シス
テムの導入及
び運用

推進
事業

〇 情報指令課

映像通報システム（機能：スマート
フォンGPS測位位置情報の取得、指令
センターと通報者間での映像や動画
ファイルの送受信、ドローンからの映
像受信、受信した映像の共有等）を導
入し消防業務に活用する。

実施中
要件調査・導

入検討
導入準備

課題整理
運用方法の検討
導入前課題への対応

B
拡大・拡
充の方向

推進事業
⇒重点事
業

12 1-1-12

防災情報アプ
リ（防災ヘル
プサービス）
の導入

重点
事業

〇
防災危機管
理課

避難行動要支援者の個別避難計画を作
成する機能や緊急時に避難要請を行い
支援者とマッチングする機能に加え、
ハザードマップの確認機能や同報無線
情報の通知機能を搭載した富士市専用
の防災アプリケーションを導入する。

実施中 導入準備 運用・実施

11月1日から本アプリ
の運用を開始するに当
たり、契約や仕様の検
討を行った。運用開始
後は、様々な機会を捉
えて積極的な啓発活動
を推進し、利用者の増
加に努めた。

B
現状維持
の方向

変更なし

13 1-2-2
キャッシュレ
ス決済の拡大

推進
事業

〇
デジタル戦
略課

既にキャッシュレスを導入済みの市税
や証明書の交付手数料などに加え、現
金収受を行っている証明書等交付手数
料についてキャッシュレス決済を進め
る。また、現金払としている施設の使用
料や納付書払としている保険料などにつ
いても調査・研究し、スマートフォン
アプリ決済やクレジットカード決済な
どのキャッシュレス決済の導入を順次
進め、市民の利便性の向上を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

・キャッシュレス決済
を運用するとともに、
導入を検討している所
属と、導入に向けた打
合せを行った。
・収納方法検討会議に
おいて、国のeLQRの
活用に向けた動きにつ
いて情報収集を行っ
た。

A
現状維持
の方向

変更なし

14 1-2-3
証明手数料の
PayPayでの
支払

推進
事業

〇 収納課
証明手数料について、PayPayでの支払
を行えるようにする。

実施中 運用・実施 運用・実施
利用拡大のためPRを
行った

B
現状維持
の方向

変更なし

15 1-2-4
旧公図・旧台
帳のデジタル
化

推進
事業

収納課
紙及びマイクロフィルムで保管している
旧図面や旧台帳をデジタル化し、検索
システムの構築及び運用を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
和紙一筆限図のデジタ
ル化

B
現状維持
の方向

変更なし

16 1-2-5
ウェブ通訳シ
ステムの導入

推進
事業

〇
市民活躍・
男女共同参
画課

タブレット端末を使用し、多言語での
テレビ電話通訳や機械翻訳が可能な
ウェブ通訳システムを導入する。これに
より、通訳者がいないためにお互いの
意思疎通を手探りで進めている窓口対
応の問題を解消する。

実施中 運用・実施 運用・実施

外国人市民の窓口対応
や、通訳派遣の代替と
して、ウェブ通訳シス
テムを利用すること
で、人材確保が困難な
場合の通訳の充実を
図った。

B
現状維持
の方向

変更なし

17 1-2-6

証明書手数料
等キャッシュ
レス決済の運
用

推進
事業

〇 市民課
証明書交付等手数料について、キャッ
シュレス決済による運用を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

運用における入金管
理、調定処理などを適
切に管理した。
キャッシュレス決済利
用率：7.3％（1月末現
在）

B
現状維持
の方向

変更なし

18 1-2-7
混雑確認シス
テムの運用

継続
事業

〇

行政経営
課、シティ
プロモー
ション課、
デジタル戦
略課、市民
課、こども
未来課

令和２年８月に新型コロナウイルス感
染症の拡大防止を主な目的とした連携
協定を株式会社ロコガイドと締結し
た。これにより同社から「混雑ラン
プ」の提供を受け、公共施設等の混雑
状況を市民に発信するものである。

完了 運用・実施

令和5年7月末をもっ
て、導入済みの施設・
窓口における混雑状況
の発信を終了した。

B
終了（継
続しな
い）

変更なし

19 1-2-8
おくやみ窓口
の運用

継続
事業

〇 市民課
死亡後の手続について、申請書類の一
括作成や手続のワンストップ化を行い
市民サービスの向上を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施
おくやみ窓口の運用・
実施

B
現状維持
の方向

変更なし

20 1-2-9
発券機システ
ムの運用

継続
事業

〇 市民課

感染症対策など市民課待合ロビーの混
雑回避を図るため、混雑状況をウェブ
で確認できる機能や携帯電話にメール
等で順番を知らせる呼出機能を装備し
た発券機システムを運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施 発券機システムの運用 B
現状維持
の方向

変更なし
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21 1-2-10
道路台帳等窓
口閲覧環境等
の構築

重点
事業

〇 建設総務課

タッチパネル方式のモニタ（端末）を
活用して（窓口カウンターに設置し）、
来課者自らが容易に操作し、道路台帳
等を閲覧できるサービスを導入する。

実施中 導入準備 運用・実施

タッチパネルの仕様書
作成と入札に向けての
手続きを行い、8月の
入札で運用事業者が決
定した。運用事業者に
よるタッチパネルのシ
ステム構築期間を経
て、10月にタッチパネ
ル方式のモニタが設置
され、運用を開始し
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

22 1-2-11
開発登録簿窓
口閲覧環境等
の構築

重点
事業

〇
建築土地対
策課

タッチパネル方式のモニタ（端末）等
電子機器を活用して（窓口カウンターに
設置し）、来課者自らが容易に操作
し、道路台帳等を閲覧できるサービス
を導入する。

実施中
予算が確
保できな
かった

調査・基礎研
究

未実施
導入検討を行い予算要
求したが全額カットさ
れた

C
現状維持
の方向

変更なし

23 1-3-1

マイナンバー
カードを活用
したサービス
の拡充

重点
事業

〇
デジタル戦
略課

マイナンバーカードを活用した行政
サービスを拡充することによりカード
の普及を促進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

マイナポイント申込支
援に併せ、保険証との
連携、公金受取口座の
登録の手続支援を実施
し、マイナンバーの普
及促進等に努めた。

B
現状維持
の方向

変更なし

24 1-3-2

マイナンバー
カードの健康
保険証対応
（国保及び後
期）

重点
事業

〇 国保年金課

令和４年10月予定の健康保険証一体化
により、医療機関や薬局に設置された
カードリーダーにマイナンバーカード
を読み込ませた後、顔写真で本人確認
をすることにより健康保険証の提示が
不要となる。

実施中 運用・実施 運用・実施
被保険者証とマイナン
バーカードの紐づけ作
業の支援。

B
現状維持
の方向

変更なし

25 1-4-1
最適な情報提
供手段の見直
し

重点
事業

シティプロ
モーション
課

ウェブサイト、メールサービス、SNS、
スマートフォンアプリ、コミュニティ
FM放送、コールセンター、防災行政無
線など、市民に情報提供している手段に
ついて、その役割・性質、対象者に応
じた仕組みの見直しを随時実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

最適な情報発信手段
で、利用者に市の情報
を届けられるよう、発
信手段の特性などを研
究した。

B
現状維持
の方向

変更なし

26 1-4-2

防災（災害）
情報の複数メ
ディア一斉配
信

推進
事業

防災危機管
理課

防災ラジオで使用しているアナログ形式
の電波は、国の方針により電波の使用
許可が取り消される可能性があるた
め、これを念頭に新たな情報伝達手段
を検討する。また、現在、同報無線
（メール）、防災ラジオに配信している
防災情報を、複数のメディアにワンオ
ペレーションで一斉配信するシステム
を構築する。

実施中 運用・実施 運用・実施

複数メディア配信シス
テムを活用し、複数の
情報媒体に対する一斉
情報配信を実施してい
る。昨年11月から配信
を開始した防災アプリ
「防災ふじ」にも配信
できるよう改修を行っ
た。

A
現状維持
の方向

変更なし

27 1-4-3
SNSの運用・
充実

推進
事業

〇
シティプロ
モーション
課

SNSの特性を活かし、市民との双方向
の交流や市民同士の意見交流・情報共
有を促進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

既存のツールを適切に
管理するとともに、機
密漏洩、個人情報流出
などのリスク管理も
行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

28 1-4-4
動画等コンテ
ンツの充実

推進
事業

シティプロ
モーション
課

本市の情報を動画等を使って効果的に
伝える。

実施中 運用・実施 運用・実施

現状利用しているサー
ビスの運用を継続する
こととした上で、新た
な技術によるサービス
について研究した。

A
現状維持
の方向

変更なし

29 1-4-5

コンテンツマ
ネジメントシ
ステムの評
価・改善

推進
事業

シティプロ
モーション
課

平成26年度に導入したコンテンツマネ
ジメントシステムの評価を行い、改善に
つなげる。

実施中 運用・実施 運用・実施

市ウェブサイトへ有益
な情報を掲載できるよ
う努めるとともに、次
期導入予定のコンテン
ツマネジメントシステ
ムについて検討した。

A
現状維持
の方向

変更なし

30 1-4-6
ふじタウン
マップの運用

推進
事業

デジタル戦
略課

インターネットを利用した地図上で、
施設の情報、防災情報、都市計画情
報、バリアフリー情報、食育情報・基
準点情報・認定路線網図を掲載し広く
公開を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

上下水道マップ、消防
水利マップ、埋蔵文化
財包蔵地マップを追加
した。

B
現状維持
の方向

変更なし
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31 1-4-7
道路情報電子
化事業

推進
事業

建築土地対
策課

建築基準法第42条に規定する指定道路
等の情報をGIS上で整備するとともに、
建築確認申請等に必要となる道路情報
の一部を、ふじタウンマップにて公開
する。

実施中 運用・実施 運用・実施
・ふじタウンマップへ
の位置指定道路（42条
1項5号）情報の掲載

B 変更なし

32 1-4-8

ふじタウン
マップによる
下水道台帳の
公開

推進
事業

上下水道営
業課

現在、上下水道営業課及び下水道施設
維持課の窓口で公開している下水道台帳
について、市民や事業者がインター
ネット上で情報入手できるよう、ふじ
タウンマップ上で公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施
データ搭載。利用促
進。利用件数管理。

B
現状維持
の方向

変更なし

33 1-4-9
ごみ分別アプ
リ「さんあ〜
る」の運用

継続
事業

〇
廃棄物対策
課

ごみ出し日の通知、ごみの分別一覧表、
ごみの分け方便利帳、お知らせ機能な
どが搭載したスマートフォン用アプリ
「さんあ〜る」を通して、富士市のごみ
に関する情報を発信する。

実施中 運用・実施 運用・実施
ダウンロード数25,000
件を達成

B
現状維持
の方向

変更なし

34 1-4-10
ＳＭＳ催告シ
ステムの運用

推進
事業

〇 収納課
SMS（ショートメッセージサービス）
催告システムを運用し、市税の初期滞
納者に対する納税勧奨を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

SMS（ショートメッ
セージサービス）催告
システムを運用し、市
税の初期滞納者に対す
る納税勧奨を行なっ
た。

B
現状維持
の方向

推進事業
⇒継続事
業

35 1-4-11

ふじタウン
マップによる
水道管網図の
公開

推進
事業

水道維持
課、水道工
務課

現在、水道維持課の窓口で公開している
水道管網図について、市民や事業者が
インターネット上で情報入手できるよ
う、ふじタウンマップ上で公開する。

実施中 導入準備 運用・実施
ふじタウンマップへの
水道管網図の掲載

B
現状維持
の方向

変更なし

36 1-4-12

ふじタウン
マップによる
消防水利位置
情報の提供

推進
事業

警防課

消防水利の位置情報をインターネット
上に公開し、自主防災会や消防団等が
参照できるようにする。地域の防災力
向上を図るため、ふじタウンマップに
より情報公開する。

実施中 導入準備 運用・実施
消防水利の位置情報の
公開
掲載情報の適宜更新

A
現状維持
の方向

推進事業
⇒継続事
業

37 1-5-1
ハザードマッ
プの電子化

継続
事業

防災危機管
理課

ハザードマップを電子化し、市ウェブサ
イトに公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施
ふじタウンマップの管
理、運用(情報システム
課予算)

A
現状維持
の方向

変更なし

38 1-5-3
ワンストップ
総合窓口シス
テムの運用

継続
事業

市民課

運用中のワンストップ総合窓口システ
ムを、関係法令改正などにより必要に
応じて改修を行い、継続して運用してい
く。連携する部署の事務の制度改正な
どにも対応していく。

実施中 運用・実施 運用・実施
総合窓口ｼｽﾃﾑの運用・
維持管理

B
現状維持
の方向

変更なし

39 1-5-4
斎場予約シス
テムの運用

継続
事業

市民課
利用者が斎場の空き状況の確認・予約
を行えるシステムを運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施
予約システムの運用・
実施

B
現状維持
の方向

変更なし

40 1-5-5

コンビニ交付
による証明書
交付サービス
の提供

継続
事業

市民課、収
納課

マイナンバーカードを利用し、コンビ
ニにおける住民票の写し、印鑑登録証
明書、戸籍全部（個人）事項証明書、
税証明書などの交付サービスを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

証明書コンビニ交付
サービスによる発行通
数
：60,000件（見込）

B
現状維持
の方向

変更なし

41 1-5-6
スポーツ関連
情報の提供

継続
事業

文化スポー
ツ課、交流
観光課

スポーツ施設の予約状況やスポーツ関
連イベント・大会などの開催情報を市
ウェブサイトを活用し情報提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施

ウェブサイトに市のス
ポーツイベントやス
ポーツ施設の予約状況
を公開した。
メールマガジン「ふじ
すぽinfo」では、市以
外のスポーツ情報も発
信した。

B
現状維持
の方向

変更なし

42 1-5-7
避難行動要支
援者名簿シス
テムの運用

継続
事業

福祉総務課
災害時に支援が必要となる市民の情報
を一元管理する。

実施中 運用・実施 運用・実施 データ整備、情報提供 B
現状維持
の方向

変更なし

43 1-5-8
バリアフリー
マップの運用

継続
事業

障害福祉課

公共・民間施設のバリアフリーに関す
る情報を公募し、現況確認を行った
上、市ウェブサイトで公開。ふじタウン
マップで市民に情報公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施
公共施設のユニバーサ
ルシート設置施設情報
を取集し、反映した。

C
現状維持
の方向

変更なし

44 1-5-9

食育応援団
マップによる
食育情報の提
供

継続
事業

地域保健課

地元の食材を販売・使用している店舗や
食育体験活動などに取り組んでいる事業
所・団体などを、ふじタウンマップで
市民などに情報提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムを運用して情
報提供を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

45 1-5-10
富士市自然環
境マップの活
用

継続
事業

環境保全課
環境学習などに利用してもらうため、生
き物の生息・生育情報の提供を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
環境教育における基礎
資料としての活用

B
現状維持
の方向

変更なし
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46 1-5-11
技能者の育成
に関する情報
の発信

継続
事業

商業労政課
ふじマイスター「匠人」の事業内容や
マイスターの情報をウェブサイトで情報
発信する。

実施中 運用・実施 運用・実施

令和５年度、新たに２
人のふじマイスターが
決定した。
前年度に引き続き、ふ
じマイスター「匠人」
の事業内容やマイス
ターの情報を市ウェブ
サイトで情報発信し
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

47 1-5-12

都市計画情報
マップによる
都市計画に関
する情報の提
供

継続
事業

都市計画課

ふじタウンマップにより様々な都市計
画情報を視覚的にわかりやすいマップ
形式で、また、庁内の担当課窓口にて
情報を閲覧及び有償で印刷できるサー
ビスを提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・窓口閲覧システム機
器類の更新を行った。
・都市計画の決定・変
更に伴い、データを正
確かつ速やかに更新し
た。
・都市計画基本図につ
いて、市域北東部の更
新を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

48 1-5-13
屋外広告物規
制地域情報の
提供

継続
事業

建築土地対
策課

屋外広告物の規制地域図をふじタウン
マップ上で公開し、屋外広告物の規制
地域を市民・事業者にわかりやすく表
示する。

実施中 運用・実施 運用・実施
掲載内容の変更や修正
はなかった。

B
現状維持
の方向

変更なし

49 1-5-14

認定路線マッ
プによる認定
路線情報の提
供

継続
事業

建設総務課

認定路線に関する情報をインターネッ
ト上で公開し、認定路線の位置及び幅
員などの道路情報を視覚的に分かりや
すく表示するとともに、道路台帳図と
して印刷できるサービスを提供する。ふ
じタウンマップで市民に情報公開す
る。

実施中 運用・実施 運用・実施

市民や事業者の利便性
を高めるために、道路
事業等による認定路線
の更新情報について、
正確かつ速やかに掲載
内容に反映した。

B
現状維持
の方向

変更なし

50 1-5-15

ふじタウン
マップによる
街区基準点情
報の提供

継続
事業

建設総務課

国が設置して市に移管された、街区基準
点の情報をウェブサイトで公開して、情
報を視覚的にわかりやすく表示すると
ともに、印刷ができるサービスを市民
や事業者に提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施 街区基準点の情報公開 A
現状維持
の方向

変更なし

51 1-5-16
文化財データ
の情報公開

継続
事業

文化財課

市内の文化財（埋蔵文化財を含む）に
関する情報をデータベースにて一括管
理し、ふじタウンマップを導入して市民
に情報公開する。令和４年度から令和
６年度上期にかけて登録データの精
査、令和８年度上期から導入準備を行
う。

完了 導入準備 運用・実施
富士市タウンマップに
包蔵地マップを掲載。

B
終了（継
続しな
い）

52 1-5-17
富士市立博物
館収蔵品デー
タの情報公開

継続
事業

文化財課
（博物館）

富士市立博物館収蔵品に関する情報を
データベースにて一括管理し、イン
ターネット上で一部を市民に情報公開
している。

実施中 運用・実施 運用・実施
前年度までに整理が完
了した未入力データを
追記し更新する。

C
現状維持
の方向

変更なし

53 1-5-18
図書館の資料
検索・予約シ
ステムの運用

継続
事業

中央図書館

オンラインによる資料検索・予約シス
テムを運用し、貴重資料のデジタルアー
カイブ化を進める。また、電子書籍や
オーディオブック等の電子資料の閲覧シ
ステムを導入し、市民がいつでも容易
に図書館資料を利用できるサービスを
提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施

資料検索・予約のオン
ラインシステムの運
用。デジタルアーカイ
ブ化資料の作成・公
開。電子書籍貸出サー
ビスの運用、資料購入

B
現状維持
の方向

変更なし

54 1-5-19
会議録検索シ
ステムの運用

継続
事業

議会事務局
本会議、常任委員会、特別委員会の会
議録の閲覧、検索システムを運用す
る。

実施中 運用・実施 運用・実施

本会議、常任委員会、
特別委員会の会議録の
閲覧、検索システムを
適切に運用した。

B
現状維持
の方向

変更なし

55 1-5-20
本会議生中
継・録画配信
の運用

継続
事業

議会事務局 本会議の生中継・録画配信を行う。 実施中 運用・実施 運用・実施

本会議の生中継・録画
配信をスマートフォン
等、様々なデバイスか
ら閲覧できるように適
切に実施した。また、
委員会等もユーチュー
ブによる生中継・生配
信を開始した。

B
現状維持
の方向

変更なし
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56 1-5-21
税額試算シス
テムの運用

継続
事業

市民税課

市民が、パソコンやスマホを使って自
宅から住民税の税額試算、ふるさと納
税限度額の確認ができる税額試算シス
テムを導入する。
また、このシステムを利用することで
自宅のプリンターから住民税申告書を
印刷し、申告時にそのまま提出するこ
とができる体制を整える。

実施中 運用・実施 運用・実施

申告会場における税額
試算システムの案内チ
ラシの配布やふるさと
納税に係る問合せの際
の同システムの案内等
により周知を図り、令
和5年中のページ
ビュー数は17,173件と
なった。

B
現状維持
の方向

変更なし

57 2-1-1
GIGAスクー
ル構想の推進

重点
事業

〇 学校教育課
小中学校における高速大容量のネット
ワーク環境の構築及び児童生徒一人一
台端末の整備をする。

実施中 運用・実施 運用・実施

・一人一台端末を活用
した個別最適な学びの
研究を進めた。
・教員のICT活用指導
力の向上を図るため
に、授業支援や研修会
等を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

58 2-1-2
富士市立高等
学校校内LAN
整備事業

重点
事業

〇
富士市立高
等学校

ICT機器を活用した教育を推進するとい
う国のGIGAスクール構想における高等
学校の整備目標を達成させるため、学
習活動で使用する教室等に高速・大容
量通信に対応できるLAN環境を整備す
る。

実施中 運用・実施 運用・実施
校内LAN環境の運用及
び保守を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

59 2-1-3
富士市立高等
学校ICT教育
推進事業

重点
事業

〇
富士市立高
等学校

ICT機器を活用した教育活動を推進する
ため、ICT機器を計画的に整備し維持管
理する。令和4年度から始まる新学習指
導要領に合わせ、更新時期を迎える特
別教室に配置している機器や教員用機器
を更新する。

実施中 運用・実施 運用・実施

校務用パソコンシステ
ムのリース及び保守、
情報処理室等授業用
ICTシステムのリース
及び保守

A
現状維持
の方向

変更なし

60 2-1-4

富士市立高等
学校遠隔・オ
ンライン教育
推進事業

重点
事業

〇
富士市立高
等学校

国のGIGAスクール構想に基づき、全生
徒に１人１台端末を整備し、校内にお
ける教育活動はもとより、家庭学習に
おいてもICT機器を活用できるよう環境
整備を進める。また、感染症等により
学校が休業となった場合、全生徒が同
じ環境で学習活動ができるよう貸出用
端末などを整備する。このほか、国内
の遠隔地や海外とオンラインでつなが
る教育活動を展開するため、オンライ
ン教育に必要なハードやソフトを整備
する。

実施中 運用・実施 運用・実施

校内組織の情報図書課
が主体となり、夏休み
等を利用して操作研修
等を実施した。
AI活用教材の導入によ
りAIに関する理解が深
まるとともに教材の提
供業者であるソフトバ
ンク社の協力により校
外研修の機会を設ける
ことができた。

B
現状維持
の方向

変更なし

61 2-1-5

看護学生への
デジタル技術
を活用した学
習支援

継続
事業

〇
看護専門学
校

デジタル技術を活用した高度な教育が
提供できる環境を整備する。

実施中 運用・実施 運用・実施

C-ラーニング、ナーシ
ングチャンネル、電子
黒板や教育用電子カル
テの導入・等ICTを活
用した学修支援

B
現状維持
の方向

変更なし

62 2-1-6
GIGAスクー
ル構想の推進
（環境整備）

継続
事業

〇 学校教育課
小中学校での授業や家庭学習等におい
て、一人一台端末を活用した学習を促
進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・１人１台端末を子供
が学び方の１つとして
選択できるような授業
づくりが各校で推進さ
れた。

B
現状維持
の方向

変更なし

63 2-2-1
災害時におけ
るドローン活
用

重点
事業

〇
防災危機管
理課

災害発生時にドローンの映像を災害対
策本部においてリアルタイムに視聴でき
るシステムを導入する。また、ドロー
ンで撮影した画像を、同システムで地
図上に重ね合わせ、住家被害認定調査
資料を作成するなど、災害時における
ドローンの活用を推進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

6月の豪雨災害や９月
の防災訓練等で本シス
テムを活用し、その効
果を検証することがで
きた。

B
現状維持
の方向

重点事業
⇒推進事
業

64 2-2-2
シティプロ
モーションの
推進

重点
事業

〇
シティプロ
モーション
課

富士市ブランドメッセージ「いただき
への、はじまり 富士市」専用ウェブサ
イトの充実を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

ブランドプロジェクト
専用ウェブサイトを運
用するとともに、市
ウェブサイトとの整合
性を検討し、一元化に
向けた研究をした。

B
縮小・縮
減の方向

変更なし
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DX
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65 2-2-4

中小企業向け
DX・テレ
ワーク推進事
業

重点
事業

〇 産業支援課

本市はテレワーク推進都市の実現を目
標に掲げ、市内企業に対しテレワーク
の導入を推し進める。また、テレワー
クの導入推進のためには、DX化も同時
に進める必要がある。
そのため、市内企業のテレワーク導入
及びDX化を進めるための施策を展開し
ていく。

実施中 運用・実施 運用・実施

ＤＸ推進アドバイザ
リーを委託契約し、セ
ミナーを通して市内企
業にテレワーク導入の
周知を実施した。また
テレワーク会議室にて
企業のDX・テレワーク
に関する相談を実施。

B
拡大・拡
充の方向

変更なし

66 2-2-6
IT導入支援事
業者等立地促
進事業補助金

重点
事業

〇 産業政策課

市内への中小等のIT導入支援事業者
（国事業における登録を要するITベン
ダー）の立地を促進する補助制度を創設
する。

実施中 運用・実施 運用・実施
ＩＴ導入支援事業者が
市内にオフィスを1件
立地した。

A
現状維持
の方向

変更なし

67 2-2-7

ITベンダー・
市内中小企業
等ビジネス
マッチング
フェアの開催

重点
事業

〇 産業支援課

中小ITベンダーと市内中小企業との交流
を促進し、新たなビジネスチャンスを
創出するため、新たにビジネスマッチ
ングフェアを開催する。

完了
要件調査・導

入検討
要件調査・導

入検討

これまでは交付金の充
当があり、予算確保で
きていたが、今年度は
充当がないため実施し
ていない。

B
終了（継
続しな
い）

変更なし

68 2-2-8

新富士駅コ
ワーキングス
ペース・シェ
アオフィス整
備

重点
事業

〇 産業支援課

新富士駅（ASTY新富士）に個室や会議
室を備えたコワーキングスペース・
シェアオフィスを整備し、運営は民間
事業者に委託する。

実施中 運用・実施 運用・実施

新富士駅に進出した事
業者と市内事業者の連
携事業への補助を実
施。運営者への補助を
実施。体験ツアー参加
者への補助を実施。

B
拡大・拡
充の方向

変更なし

69 2-2-9
産業支援セン
ターの有効活
用

重点
事業

産業支援課

地域産業支援センターの支援内容や相
談予約、企業支援情報など、市内事業
者が情報を得やすい環境を整えるた
め、ウェブサイトを構築する。

実施中 運用・実施 運用・実施

ＤＸセミナーを開催し
たことにより、課題意
識が生まれ、プッシュ
型支援による事業者の
システム改善など、Ｄ
Ｘ化向上に寄与するこ
とが出来た。昨年度導
入した事業者支援シス
テムについては今年度
も問題なく稼働してい
る。システム改善すべ
き点は、改修を行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

70 2-2-10
消防活動用ド
ローンの導入

継続
事業

〇 警防課

ドローンは、機体性能の向上により消
防防災分野においても全国的に導入が
進み、令和３年７月の熱海市土砂災害
においても、その効果が確認された。
令和３年４月１日現在、全国724消防本
部中263消防本部（36.3%）に消防活動
用ドローンが配備されている。
消防本部は、令和４年度から赤外線画
像等による高い情報収取能力を備えた
消防活動用ドローンを導入し、防災危
機管理課の遠隔情報共有システムと連
携させることで、災害時に運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・二等操縦士国家資格
１０人取得
・安全運航管理者講習
１人受講
・定期及び特別訓練実
施
・実災害５件対応

A
拡大・拡
充の方向

変更なし

71 2-2-11
SDGs推進事
業

推進
事業

企画課
SDGs未来都市の取組として、プラット
フォームを発足させるにあたり、ポー
タルサイトを作成する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・不具合なく大規模改
修を３回行った。（事
業進行状況の自動表
示、クラウドファン
ディング型募集、クラ
ウドファンディング達
成状況表示）
・新規情報の掲載

A
拡大・拡
充の方向

変更なし

72 2-2-12
公衆無線LAN
環境の検討

推進
事業

〇
デジタル戦
略課

公共施設などの公衆無線LAN環境につ
いて研究する。

実施中
調査・基礎研

究
調査・基礎研

究

ベンダーと打合せを行
い、他自治体等の取組
状況について情報収集
を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし
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73 2-2-13
eスポーツの
研究

推進
事業

〇
デジタル戦
略課

市民にeスポーツに対する理解を深めて
もらい、くらしの質の向上及びにぎわ
いを創出するため、庁内に研究会を立
ち上げ、研究調査を行う。民間と協力
してイベントの開催を検討し、実現につ
なげる。

完了
調査・基礎研

究
調査・基礎研

究

静岡ガスが開催するe
スポーツイベントや、
中部テレコミュニケー
ションが運営する常設
のeスポーツ専用施設
を視察するなど情報収
集を行うとともに、高
齢者支援におけるeス
ポーツの活用について
高齢者支援課と情報共
有を行った。

B
終了（継
続しな
い）

変更なし

74 2-2-14

まちづくりセ
ンターのデジ
タル通信環境
整備

推進
事業

〇
まちづくり
課

貸与端末として、まちづくりセンターに
おける無線を利用したインターネット
環境の提供のため、モバイルルーター
の整備のほか、まちづくりセンター利
用者がオンライン会議や情報発信を可
能とするため、タブレットの整備を行
う。

実施中 運用・実施 運用・実施

地区の会議や自主グ
ループの活動等で、タ
ブレット端末やルー
ターを活用した。
各地区まちづくり協議
会が、タブレット端末
やルーター等を用いて
SNSを開設し情報発信
を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

75 2-2-15

認知症高齢者
保護情報共有
システムの運
用

推進
事業

〇
高齢者支援
課

事前登録した情報を照会できる個別番
号及び二次元バーコードを記載した
シールを徘徊高齢者等に配布し、身に
付けてもらうことにより、行方不明と
なった際に二次元バーコードを読み
取った発見者との間でインターネット
接続環境下において通信し、徘徊高齢
者等の早期の保護に努める。

実施中 運用・実施 運用・実施

関係機関への周知協力
依頼、認知症サポー
ター養成講座受講者へ
の協力依頼等

B
現状維持
の方向

変更なし

76 2-2-16
ICTを活用し
た特定保健指
導

推進
事業

国保年金課

特定保健指導では、毎年繰り返し対象
となる方や電話連絡のつかない方が
年々増加していることに加え、コロナ禍
により対面指導の実施が難しい状況で
あることから、ICTを活用したオンライ
ンによる対面指導を行い、対象者が保
健指導を利用しやすい環境を整備する。
令和３年11月、静岡県の「保健指導遠
隔実施市町モデル事業」に応募した。
令和４年度は、前年度に引き続き、効
果検証等を行う。

実施中
要件調査・導

入検討
要件調査・導

入検討

直営にて令和６年度か
らの実施に向けて、準
備を行った。

B 変更なし

77 2-2-17

高齢者の保健
事業と介護予
防等の一体的
な実施

推進
事業

国保年金課

高齢者を対象に、KDB（国保データ
ベース）システム等から、健康課題を
把握・分析し、支援する対象者を抽出
し、関係団体との協力のもと、高齢者
に対する個別的支援（ハイリスクアプ
ローチ）や、通いの場等への積極的な
関与（ポピュレーションアプローチ）
双方を行い、保健指導や健康相談等を
通じ、高齢者を医療サービスにつなげ
る。

実施中 運用・実施 運用・実施

庁内会議の開催。ハイ
リスクアプローチとし
て、重症化予防事業を
75歳以上に拡大。ポ
ピュレーションアプ
ローチとして、通いの
場に医療専門職を派遣
し、健康教室、相談を
実施し事業の拡充を
行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

78 2-2-18
交通系ICカー
ドの導入検討

推進
事業

都市計画課
公共交通の利便性を向上させるため、
公共交通機関に交通系ICカード決済機
器の導入検討を行う。

実施中
調査・基礎研

究
調査・基礎研

究

交通事業者による設置
済み交通系ＩＣ決済の
運用及び追加の導入検
討を実施した。

C
現状維持
の方向

変更なし

79 2-2-19

文化会館会議
室の公衆無線
LAN環境の整
備

継続
事業

〇
文化スポー
ツ課

富士市文化会館の会議室（１〜４及び
特別会議室）の利用者にモバイルルー
ターの貸出を行う。令和６年度以降
は、令和３年度から令和５年度までの
運用実績や通信技術の発展等を踏ま
え、対応を検討する。

実施中 運用・実施 運用・実施
運用・実施、会議室以
外の施設等も含めた通
信体制整備の検討

B
現状維持
の方向

変更なし
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80 2-2-20
ふじ健康ポイ
ント事業

継続
事業

〇 健康政策課

スマートフォンアプリ上で、歩数の記
録や獲得したポイントの集計、抽選に
よる報奨の配達処理までを自動で行
う。また、健康に関する様々なコンテ
ンツを利用者に対して提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施

広報ふじ、市ウェブサ
イト、市公式SNS、地
方新聞、子育て情報誌
等、様々な媒体を通じ
てＰＲを実施した。ま
た、市内公共施設、金
融機関、コンビニ、薬
局等でポスターを掲示
したりチラシの配架を
行った。地区のイベン
トに出向きＰＲを行っ
たほか、昨年度に引き
続き環境部との協働も
実施した。

A
現状維持
の方向

変更なし

81 2-2-22
バーチャルラ
イド用コース
の活用

重点
事業

〇 交流観光課

日本一の富士山へ上る登山ルート3776
のルートを模した、バーチャルサイク
リングコースを作成し、全国のサイク
リストへ発信する。同様に、富士市の
景色を一望できるキウイマラソンの
コースも同様にバーチャルライドコー
スとして作成する。

実施中 運用・実施 運用・実施

作成したコースを公開
し、いつでも利用でき
る状態にしている。
作成したコースを活用
しバーチャルライド
レースを実施した。

B
現状維持
の方向

変更なし

82 2-2-23
最先端医療機
器の導入

継続
事業

〇 病院総務課

高度急性期医療を担う地域の基幹病院
として、市民に最先端医療の提供をする
ため、計画的にAI・遠隔ロボット等の
最先端医療機器の導入を行う。

実施中 導入準備 運用・実施

医療機器として認証を
受けた汎用画像診断装
置用プログラム
「Join」の導入を行っ
た。

A
現状維持
の方向

83 2-2-24
ふるさと納税
制度による寄
附額の拡大

重点
事業

〇 産業政策課

ビックデータを活用した情報分析とそ
れに基づいたデジタルマーケティングを
実施し、本市ふるさと納税の寄附額増
加を図るため、専門的な知識や豊富な
実践経験等のある民間事業者から企画
提案を受け、業務を委託するものであ
る。
合わせて、富士市に地縁が出来た人が
その場で寄附が出来る手段として、ふる
さと納税自販機を引き続き運用する。

実施中 導入準備 運用・実施

・ふるさと納税寄附受
付サイトにてSEO・UI
対策の実施。
・首都圏の高級マン
ションにてサイネージ
広告の実施。
・富士川楽座にて自販
機のPRを実施。

B
現状維持
の方向

変更なし

84 2-2-25
テレワーク推
進サイト運用
等事業

重点
事業

〇 産業支援課

首都圏の企業やワーカー向けに、専用
ウェブサイト及びSNSにて情報の発信を
行う。またデジタルマーケティングを実
施し、富士市を知らない人にも情報を
届ける。

実施中 運用・実施 運用・実施

・テレワーク推進専用
ウェブサイトの更新及
び運用
・デジタルマーケティ
ングの実施
・SNSでの情報発信

B
終了（継
続しな
い）

変更なし

85 2-2-26

デジタルツー
ルを活用した
CNFオープン
イノベーショ
ン促進事業

重点
事業

〇 産業政策課

市内企業のデジタルオープンイノベー
ション拠点を活用したCNFの用途開発
の加速化、オープンイノベーション手法
の導入・有効活用

実施中 運用・実施 運用・実施

・デジタルオープンイ
ノベーション拠点の活
用に関するコンサル
ティング支援
・共創パートナーを見
つけるための効果的な
自社技術・製品等のPR
広報
・共創、協業相手の探
索やマッチング

B
現状維持
の方向

変更なし

86 2-2-27

デジタル社会
における女性
の社会進出支
援

重点
事業

〇
市民活躍・
男女共同参
画課

女性を対象に、デジタルスキルを習得
する機会を提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施
女性を対象にデジタル
スキルを習得する取組
を実施

B
現状維持
の方向

変更なし

87 2-2-31
中心市街地の
キャッシュレ
ス化推進

重点
事業

〇 商業労政課

中心市街地として定めた富士駅周辺地区
及び吉原地区の2地区のＴＭＯと連携
し、キャッシュレス決済の普及率の推
進を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

キャッシュレス決済ポ
イント還元事業を実施
し、店舗のキャッシュ
レス決済導入の推進を
図った。

B
現状維持
の方向

変更なし

88 2-3-1
オープンデー
タの提供・活
用

重点
事業

〇
デジタル戦
略課

本市が保有する各種情報を、静岡県が
運営する「ふじのくにオープンデータ
カタログ」に公開し、二次利用を促進
する。機械判読に適したデータ形式
で、二次利用が可能な利用ルールで公
開する。

実施中 運用・実施 運用・実施

新規公開にかかるデー
タの収集、公開作業を
行うとともに、オープ
ンデータについてのイ
ベントに参加し他自治
体や民間企業と意見交
換を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし
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89 2-3-2
第５世代移動
通信システム
5Gの活用

重点
事業

〇
デジタル戦
略課

通信手段である5Gの超高速、超低遅
延、多数同時接続といった特徴を活か
し、様々な分野において活用可能性を
検討する。

完了
調査・基礎研

究
調査・基礎研

究

ベンダー等から最新の
情報を収集し、活用の
可能性について研究を
進めてた。

B
終了（継
続しな
い）

変更なし

90 2-3-3
設計書情報提
供システムの
運用

推進
事業

〇 総務課

工事等の金入り設計書について、これ
までの公文書公開制度に基づく対応に
替え、システムを導入することによ
り、ウェブサイトを利用した非接触型の
情報提供を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

建設工事等の金入り設
計書に係るネットワー
ク利用による申請者へ
の迅速な情報提供

B
現状維持
の方向

変更なし

91 2-3-4
ビッグデータ
の提供・活用

推進
事業

〇
デジタル戦
略課

ビッグデータについて分析手法、効果な
どの研究を進める。

実施中
要件調査・導

入検討
要件調査・導

入検討

各課が保有する様々な
データをBIツールを活
用してEBPMや市民
サービス、オープン
データなどに活用して
いる事例について先進
市の視察を行った。

A
拡大・拡
充の方向

変更なし

92 2-3-5

建設工事にお
ける情報共有
システムの活
用

継続
事業

〇 建設総務課
建設工事において、受発注者間で工事
書類などの情報を交換・共有するシス
テムを活用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

建設工事において、受
注業者とシステムを介
した情報共有を行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

93 2-3-6

新たなモビリ
ティサービス
（MaaS・自
動運転など）
の導入検討

重点
事業

〇 都市計画課

快適な移動サービスを提供する「Ｍ
aaS」や自動運転による交通サービスな
ど新たな輸送サービスの導入に向けた
研究・検討を行う。

実施中 導入準備 運用・実施

自動運転デモンスト
レーション走行を実施
した。ＡＩオンデマン
ド交通を導入した。ふ
じＭａａＳ推進協議会
を設立した。

B
拡大・拡
充の方向

変更なし

94 2-3-7

バスロケー
ションシステ
ム情報の利便
性の向上

推進
事業

〇 都市計画課

交通事業者と協働で、情報の共通
フォーマット化を図るとともに、イン
ターネットによりバスの運行状況等の
情報を公開するほか、市内の主要な交
通結節点や公共施設に表示器を設置す
る。

実施中 運用・実施 運用・実施

交通事業者によるバス
ロケーションシステム
の運用、GTFS化の検
討

B
現状維持
の方向

変更なし

95 2-3-8
製造業デジタ
ル技能伝承

重点
事業

〇 産業支援課

中小製造業が持ち合わしている個々の技
能について、後継者不足でその承継が
課題となっており、デジタルを活用し
て、承継を進めていく。

実施中 運用・実施 運用・実施

・製造業2社に対し、AI
を活用した製造技能マ
ニュアルの作成の実証
を実施。

B
現状維持
の方向

変更なし

96 2-4-1

デジタル格差
解消のための
産学官民連携
事業

重点
事業

〇
デジタル戦
略課

富士市ITサポーターという制度を設
け、動画コンテンツ等の再利用性が高
いものを教材として作成し、一定の研修
を修了した学生等の市民をサポーター
と認定する。認定したサポーターに
は、スマートフォン教室等の講師や補
助員を務めてもらう。また、スマート
フォンに苦手意識のある高齢者等を対
象に、スマートフォン教室やスマート
フォン相談会を実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施
基礎講座、応用講座及
び相談会を23地区で延
べ52回開催した。

A
現状維持
の方向

変更なし

97 2-4-2
「やさしい日
本語」支援
ツールの運用

重点
事業

〇
市民活躍・
男女共同参
画課

市ウェブサイトを「やさしい日本語」に
変換するツールを導入することによ
り、市から発信される情報を素早く的
確に外国人市民へも伝えることができ
るようにする。

実施中 運用・実施 運用・実施

「やさしい日本語」変
換ツールを活用し、市
のウェブサイトの情報
を、母語が異なる多く
の外国人市民に伝える
ことができるよう進め
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

98 2-4-3

QRコード活
用外国人向け
通知閲覧サイ
トの開設

重点
事業

〇
市民活躍・
男女共同参
画課

市民宛に発送される通知に記載された
QRコードからアクセスができる、通知
内容を多言語で確認できる専用のウェ
ブサイトを開設する。

実施中 運用・実施 運用・実施

多言語通知照会ウェブ
サイトにより、外国人
市民が、市から発送さ
れる通知に記載された
QRコードを利用し、専
用ウェブサイトから、
多言語化された通知の
内容を確認できるよう
運用した。

B
現状維持
の方向

変更なし
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99 2-4-4
メール配信
サービスの多
言語化

推進
事業

〇
シティプロ
モーション
課

メール配信サービスを多言語化し、外
国人市民の情報格差の解消を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

多言語化について検討
し、実施中の9のう
ち、6種類のメール配
信に多言語化を行って
いる。この事業をきっ
かけに8月からは外国
人向けの情報について
メール配信を開始し、
7種類となった。

B
現状維持
の方向

変更なし

100 2-5-1
富士市災害情
報共有システ
ムの構築

継続
事業

防災危機管
理課

平成25年の災害対策基本法の改正に伴
い、災害時には市の判断で被災者台帳
を作成することが規定され、災害情報
共有システムを構築した。
令和４年度以降は、これまでに構築し
たシステムについて、関係法令の改正
等に基づくシステムの更新や運用管理
を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
導入したシステムの運
用、更新

B
現状維持
の方向

変更なし

101 2-5-2

市ウェブサイ
トのアクセシ
ビリティの確
保

継続
事業

シティプロ
モーション
課

障害者や高齢者などにも使いやすい、
便利で役立つサイトであるよう運用す
る。

実施中 運用・実施 運用・実施

各部署で作成したペー
ジのアクセシビリティ
について、確認・修正
を行うとともに、庁内
ルールが徹底できるよ
う、CMS研修を開催し
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

102 2-5-3
電子入札シス
テムの活用

継続
事業

契約検査課

建設工事（設計金額130万円以上）及び
建設関連業務委託（設計金額50万円以
上）について、電子入札により執行す
る。

実施中 運用・実施 運用・実施

建設工事（設計金額１
３０万円以上）及び建
設関連業務委託（設計
金額５０万円以上）に
ついて、電子入札によ
る執行を継続した。

A
現状維持
の方向

変更なし

103 2-5-4
認知症徘徊高
齢者探索シス
テムの運用

継続
事業

高齢者支援
課

行方不明になるおそれがある認知症高
齢者を介護している家族に、位置情報検
索端末（GPS）を貸与し、認知症によ
る行方不明高齢者の早期発見、事故防
止を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

ふじパワフル８５計画
Ⅵ（R3〜5）におい
て、認知症施策の一つ
に位置付け、事業の継
続。

A
現状維持
の方向

変更なし

104 2-5-5

地域包括支援
センター支援
システムの運
用

継続
事業

高齢者支援
課

地域包括支援センターと市をネット
ワーク化し、センター間及び市福祉保
健部門との情報連携を図ることによ
り、地域の高齢者が介護保険など公的
サービスのみならず、インフォーマル
なサービスを含む多様な社会資源を適
時適切に活用できるように支援する。

実施中 導入準備 運用・実施

昨年度に引き続き、令
和６年２月１日より
NTT西日本の提供する
ほのぼのシステム
（（株）NDソフトウェ
ア社製）を運用。
５年間の長期継続契約
である。

B
縮小・縮
減の方向

変更なし

105 2-5-6

TMO・商工
団体・中小商
業者等との情
報交流の支援

継続
事業

商業労政課

各団体や組織でそれぞれウェブサイトを
所有し、情報発信は行っていることか
ら、行政が統一的な情報ネットワーク
を構築することについては、必要はな
いと思われる。ただし、各団体との情
報共有を図ることや、情報発信の効率
化を高めることは必要であり、また、
行政の支援策の周知についても、ウェ
ブ上で積極的に行う必要がある。

実施中 運用・実施 運用・実施

「富士市まちなかにぎ
わい情報局」により、
関係団体の事業の情報
を発信した。

B
現状維持
の方向

変更なし

106 2-5-7

労働・雇用情
報の積極的な
発信及びICT
を活用した相
談業務

継続
事業

商業労政課

ハローワーク富士の求人情報、内職の
求人情報、勤労者向けの各種利子補給
制度、最低賃金改正のお知らせ、ほか
労働・雇用に関する情報を市ウェブサイ
トへ掲載する。またSNSをイベントや
制度の周知に活用する。ICTを活用した
相談業務を実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

昨年度に引き続き、ハ
ローワーク富士の求人
情報、内職の求人情
報、勤労者向けの各種
利子補給制度、最低賃
金改正のお知らせ、ほ
か労働・雇用に関する
情報を市ウェブサイト
へ掲載した。またSNS
をイベントや制度の周
知に活用した。ICTを
活用した相談業務を実
施した。

B
現状維持
の方向

変更なし
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107 2-5-8
産業交流展示
場の有効活用

継続
事業

商業労政課

富士市産業交流展示場ふじさんめっせ
は、平成20年から本市の産業交流を目
的とし、市委託事業及び自主事業の実
施、指定管理者による施設の管理運営
などが行われている。引き続き、携帯
メールマガジンやツイッターなどの新た
なコミュニケーション・サービスを導
入するなど、ICTを活用した情報発信に
ついて検討していく。

実施中 運用・実施 運用・実施
市のウェブサイトやＳ
ＮＳにより情報発信を
行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

108 2-5-9
観光プロモー
ションの推進

継続
事業

交流観光課

観光看板や各種パンフレットなどに富
士山観光交流ビューロー等のウェブサイ
トのQRコードを積極的に掲載し、観光
客が手軽に観光情報を得られるための
環境を整備する。また、国内外の旅行
者に対するICTを活用した効果的な情報
発信や継続的なコンテンツの更新に努
める。

実施中 運用・実施 運用・実施

logoフォームを活用し
たパンフレット請求や
提出書類の受付を継続
して実施。外国人も利
用できるよう、英語版
の申請フォームも整
備。
また富士市ウェブサイ
トや各事業の関連サイ
トのQRコードをパンフ
レットやリーフレット
に掲載。

B
現状維持
の方向

変更なし

109 2-5-10
土地利用情報
の提供

継続
事業

都市計画課
ふじタウンマップ及び庁内の担当課窓
口において、低・未利用地の現況統計
情報をマップ形式で提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施
ウエブサイトにおい
て、低・未利用地情報
を公開した。

B
現状維持
の方向

変更なし

110 2-5-11

土地区画整理
事業完了地区
の座標値発行
業務

継続
事業

市街地整備
課

国土調査法19条５項の指定を受けた土
地区画整理事業完了地区の測量成果
（座標値）の電子化を図り、地籍管理
システム（地籍フォーマット2000）で
閲覧希望者に必要な箇所の座標データ
を発行する。

実施中 運用・実施 運用・実施
地籍フォーマットを使
用して対応した件数
→３９件

B
現状維持
の方向

変更なし

111 2-5-12
河川監視シス
テムの運用

継続
事業

河川課

主要水門などの運転状態及び上流水
位・下流水位など、計測情報データを
テレメータ化、並びにライブカメラを
設置することにより、市庁舎の水門中
央操作盤にて水門・ポンプ場・調整池
の遠方制御を行い河川の状況を遠方監
視する。

実施中 運用・実施 運用・実施 継続運用を行った。 B
現状維持
の方向

変更なし

112 2-5-13
消防通信指令
システムの運
用

継続
事業

情報指令課
119番の受信から地図検索、車両の編
成、出動指令のほか、指令情報及び支
援情報の情報管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
ＡＶＭリース、消防通
信指令施設保守、電話
通訳業務委託

B
現状維持
の方向

変更なし

113 2-5-14
学校等防犯関
連システムの
運用

継続
事業

教育総務課

不審者などの危険情報連絡や気象警報
発令時の自宅待機連絡などの学校から
の緊急連絡に対応するため、子ども安
全連絡網を整備する。保護者（受信
者）が携帯メール・FAX・電話のいずれ
かを予め登録しておき、学校からの連絡
を受信するシステムを運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

学校からの緊急連絡を
保護者へ迅速かつ正確
に届けることができて
いる。

B
現状維持
の方向

変更なし

114 2-5-15
児童生徒への
ICTによる学
習支援

継続
事業

学校教育課
小中学校の教育用情報機器等の整備、
普通教室や特別教室、パソコン室等無
線LANの整備を行う。

完了 運用・実施 運用・実施

・パソコン教室やＩＣ
Ｔ機器の整備を行うと
共に、ＩＣＴを活用し
た授業支援を行った。
・教員のＩＣＴ活用指
導力の向上を図るため
に、授業支援や研修会
等の支援を充実させ
た。

B
終了（継
続しな
い）

変更なし

115 2-5-16
学校図書館シ
ステムの運用

継続
事業

学校教育課
小中学校の学校図書の貸出・返却業
務、蔵書管理、学校間のシステムによ
る連携を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

・図書の貸出・返却業
務
・蔵書管理
・学校間のシステム連
携

B
現状維持
の方向

変更なし

116 2-5-17
ICT支援員の
配置

継続
事業

学校教育課
市内小中学校に、情報教育指導を支援
する支援員を配置する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・各学校を巡回し、教
職員や児童生徒に対し
てＩＣＴ機器の操作支
援や授業支援を実施す
るとともに、情報モラ
ルに関する指導を行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし
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117 2-5-18
中央図書館公
衆無線LAN運
用

継続
事業

中央図書館

平成30年２月に導入した公衆無線LAN
の運用を行い、利用件数の推移を定期
的に確認する。また、図書館での無線
LAN環境のあり方について検討する。

実施中 運用・実施 運用・実施
図書館利用者に広く無
線LANを開放し、利用
状況を把握した。

B
現状維持
の方向

変更なし

118 3-1-1
AI、IoTの行
政サービスへ
の活用

重点
事業

〇
デジタル戦
略課

様々なモノとインターネットをつなぐ
（IoT）仕組みや人工知能（AI）などの
最新のデジタル技術や運用事例等を研
究し、本市の業務運用に活用できるよ
う調査研究を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
ChatGPT、DALL-Eな
どのAIを導入し、全庁
的な運用を開始した。

A
現状維持
の方向

変更なし

119 3-1-2
デジタルマー
ケティング推
進事業

重点
事業

〇
デジタル戦
略課

情報を届けたい対象に、最適なタイミ
ング、頻度、手法で届けられるよう、
動画共有サイトやSNSでのウェブ広告
配信を活用し、マーケティング手法を
使った情報の再発信、閲覧者の属性
データ分析を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

デジタルマーケティン
グを各所属と協働で22
事業実施した。職員向
けデジタルマーケテイ
ング研修及びデジタル
マーケティングマニュ
アル研修を実施した。

B
現状維持
の方向

変更なし

120 3-1-3
保育所入所AI
マッチングの
運用

重点
事業

〇
保育幼稚園
課

保護者の就労形態の多様化、保育施設
数の増加などにより、年々複雑化してい
る保育施設の入所選考作業に、AIを用
いたシステムを導入し、入所選考に係
る時間の削減と選考結果を迅速に通知
するなど市民サービスの向上を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施
AIマッチングシステム
により保育所の入所選
考を実施

B
現状維持
の方向

変更なし

121 3-1-4

森林地におけ
るドローンを
用いた測量技
術の運用

重点
事業

〇 環境総務課

令和２年10月５日に成立した「富士市
富士・愛鷹山麓地域の森林機能の保全
に関する条例」が令和３年４月１日に
施行された。この条例では森林の伐採
面積を正確に把握し、事業者への指導
等を行う必要があることから、ドロー
ンを用いた測量システムを運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施
・システムの運用と体
制維持

B
現状維持
の方向

変更なし

122 3-1-5

埋立地におけ
るドローンを
用いた測量・
解析技術の運
用

重点
事業

〇
建築土地対
策課

市の許可を得ない不適正な盛土が増加
する中、事業主に対して中止命令及び原
状回復命令等の行政処分を行っている
が、その際に詳細な面積及び土量を算
定する必要がある。また、許可事業地
における安全点検や監視強化も必要で
あり、対象事業地も今後も増加するこ
とが想定されるため、測量業務の発注
では多額の費用が見込まれる。これら
のことから、短時間で測量等が行える
ドローンを令和３年に導入し、今後は
職員で測量等を行っていくため、職員
の免許取得及び測量技術等の習得を図
る。

実施中 運用・実施 運用・実施

職員２人がドローンの
操縦免許及び測量技術
を取得した。また、当
室の職員がドローンを
用いて土砂の埋立地の
レーザー測量及び画像
解析などを行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

123 3-1-6 RPAの利活用
継続
事業

〇
情報システ
ム課

RPAツールの保守、プログラムの作成、
保守、作成支援、操作研修を実施す
る。必要に応じてライセンスの追加を
検討する。

実施中 運用・実施 運用・実施
RPAツール保守、プロ
グラムの保守・作成支
援を実施した。

B
現状維持
の方向

変更なし

124 3-2-1
テレワークの
運用

重点
事業

〇

人事課、行
政経営課、
情報システ
ム課

テレワーク機器や勤務条件等、テレ
ワークを可能とする環境を整備し、職
員の新しいワークスタイルを導入する。

実施中 運用・実施 運用・実施

テレワークの本格実
施、実施状況の分析・
検証、運用方法等の見
直し、テレワーク重点
実施期間の設定

B
現状維持
の方向

変更なし

125 3-2-2

ICTを活用し
た新しいワー
クスタイルの
研究

重点
事業

〇
デジタル戦
略課

最新のデジタル技術や運用事例等を研
究し、本市の業務運用に活用できるよ
う調査研究を行う。

実施中
調査・基礎研

究
調査・基礎研

究

業務改善プラット
フォームである
kintone、会議録作成支
援システム（アミボイ
ス）、J-LIS対応自動証
明書交付サービスやリ
モート窓口による住民
サービスなどのシステ
ムについて、導入の可
能性などベンダーと打
合せを行った。

B
現状維持
の方向

変更なし
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DX
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126 3-2-3

タブレット端
末・ペーパー
レス会議シス
テムを活用し
た議会運営

重点
事業

〇 議会事務局

議員、議会事務局においてタブレット
端末及びペーパーレス会議システムを
導入し、会議資料のデータ化及びペー
パーレス会議の開催など、議会運営の
DXを図る。議員全員がオンライン研修
を受講できる環境を整えるとともに、
オンライン会議の活用についても検討
する。また、議員活動の中で市民に、
端末を活用した分かりやすい説明を行
えるようにする。

実施中 運用・実施 運用・実施

新人議員を中心とした
操作研修を開催し、通
年での運用を実施し
た。

B
現状維持
の方向

重点事業
⇒継続事
業

127 3-2-4
ウェブ会議シ
ステムの活用

継続
事業

〇
情報システ
ム課

ウェブ会議システムを利用する環境を整
備、運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

機材の貸し出し及び会
議運営支援、運用保
守、ライセンスの更新
を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

128 3-2-5
小中学校の業
務改革

重点
事業

〇 学校教育課

共同学校事務室（富士中分室）を開設
するとともに、学校事務室用に校務
サーバーに接続可能な校務用パソコン
を37台追加で整備し、運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・共同学校事務室（富
士中分室）開設
・校務用パソコンを追
加配備

A
現状維持
の方向

変更なし

129 3-2-6
庁内ワークプ
レイス改善

推進
事業

〇

行政経営
課、総務
課、人事
課、デジタ
ル推進課、
資産経営
課、産業政
策課、産業
支援課、商
業労政課、
交流観光課

職員のワークプレイス改善を推進する
ため、活用可能スペースの創出、オ
フィスレイアウトの変革等に向けた取
組を実施する。

実施中 導入準備 運用・実施

スキャナの試験的運用
の開始、庁舎レイアウ
トの変更、産業交流部
門へのフリーアドレス
の導入を含めたパイ
ロットオフィス設置、
総務部門へのフリーア
ドレスの導入を含めた
パイロットオフィス設
置の検討

B
拡大・拡
充の方向

変更なし

130 3-2-7
電子マニフェ
スト管理シス
テムの導入

重点
事業

〇

廃棄物対策
課、保育幼
稚園課、教
育総務課

廃棄物処理法で定められている産業廃
棄物処理業者へのマニフェスト（産業
廃棄物管理票）の交付や当該マニフェ
ストに関する静岡県への報告を電子マ
ニフェスト管理システムを活用して実施
する。

実施中 運用・実施 運用・実施
紙マニフェストの電子
マニフェスト化が定着
している

B
現状維持
の方向

変更なし

131 3-3-1
情報化推進体
制の強化

重点
事業

〇
デジタル戦
略課

・富士市情報化推進本部設置規程に基
づき、本市の情報化を総合的に推進す
る組織を運営する。
・富士市情報政策アドバイザー設置要
綱に基づき高度な専門的知識、経験や
優れた識見を有する民間人材を登用
し、情報化に関する政策的又は専門的
な事項について助言を受ける。
・情報化の取組を戦略的、包括的に推
進するための組織の設置や組織が有す
る機能・権限等を検討する。
・自治体DX推進計画において国から外
部人材の積極的な任用等が求められて
いることから検討を進める。
・デジタル化に関する研修の実施を通し
て、職員の意識改革やスキルの底上げ
を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

情報化推進本部会議を
5回、幹事会・ワーキ
ングを各2回開催し
た。また、情報政策ア
ドバイザー2名委嘱中
であり、 アドバイ
ザー会議を7回開催し
た。

A
現状維持
の方向

変更なし
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132 3-4-1

自治体情報シ
ステム標準
化・共通化の
推進

重点
事業

〇
情報システ
ム課

国が令和２年12月に策定した「自治体
デジタル・トランスフォーメーション
(DX)推進計画」において、「自治体の
情報システムの標準化・共通化」が重
点取組事項として位置づけられ、目標時
期である令和７年度までの移行に向け
計画的な取組が求められている。
本市は、総務省の標準化検討委員会構
成員となっており、様式・帳票の標準
化等について、自治体、事業者及び国
が協力して具体的な検討を行っている。
地方公共団体情報システムの標準化に
関する法律の令和３年９月施行を受
け、今後、順次取りまとめられる標準
仕様書及び手順書に基づき移行作業に
取り組む。
移行費は共同電算化事業で予算化す
る。

実施中 運用・実施 運用・実施

標準化対象業務につい
て、標準仕様との比較
分析作業を進めるとと
もに、移行計画の作成
に取り組んだ。また、
システム提供事業者へ
情報提供依頼（RFI）
を実施し、移行経費の
予算要求を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

133 3-4-2
共同電算化の
推進

重点
事業

〇
情報システ
ム課

オープン系システムなどの導入によ
り、情報システムの最適化に取り組
む。その手法として富士宮市との共同電
算化を推進する。また、標準化への対
応を含め、次期システムへの移行を行
う。

実施中
要件調査・導

入検討
要件調査・導

入検討
次期事業の業務基本計
画策定、実施計画策定

A
現状維持
の方向

変更なし

134 3-4-3
共同電算シス
テムの運用

推進
事業

情報システ
ム課

市民サービス、行政事務、安全・安心
のレベルアップを目指し、富士宮市と
共同で導入した基幹系及び内部情報系
情報システムの管理運用を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

富士市・富士宮市共同
電算化事業実施計画に
基づきシステムを運用
した。

B
現状維持
の方向

変更なし

135 3-4-4
学校給食費・
校納金徴収事
業

推進
事業

学務課

学校給食の公会計化に合わせて、学校
給食費及び校納金の徴収・管理業務を
システムを導入して教育委員会が集約し
て行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

学校給食費及び学校徴
収金等の一括徴収管
理。名簿情報、口座情
報、徴収金額や催告情
報などの管理。保護者
向け各種通知書（納入
額確定通知、再振替通
知、納入額確定通知、
精算額通知、督促、催
告など）の作成。

B
現状維持
の方向

変更なし

136 3-5-1
例規総合管理
システムの運
用

継続
事業

総務課

本市の例規をシステム管理することに
より、例規改正における業務効率の向
上が図られるとともに、最新の情報を
提供できるようにする。

実施中 運用・実施 運用・実施

各種の法務情報のほ
か、国の法令改廃情報
を各所属に提供した。
システムの例規データ
を更新した。

B
現状維持
の方向

変更なし

137 3-5-2
文書管理シス
テムの運用

継続
事業

総務課
文書の電子化により、事務効率の向上
を図る。また、市民に対する迅速で適
切な情報提供につなげる。

実施中 運用・実施 運用・実施
電子化を基本とした適
切な文書管理

B
現状維持
の方向

変更なし

138 3-5-3
人事給与シス
テムの運用

継続
事業

人事課
富士市・富士宮市共同電算化事業によ
り導入したシステムを利用し、人事管
理、給与計算を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

①システム運用のため
のマニュアル整備
②SI業者（NEC）の支
援体制の確立

B
現状維持
の方向

変更なし

139 3-5-4
入退室管理シ
ステムの運用

継続
事業

情報システ
ム課

本市が管理するサーバールームの入退
室について、物理的セキュリティ対策
を行うため、入退室管理システムの運
用及び定期的な更新を行う。また、監
視カメラシステムとの連携を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

入退室ログの集計、不
正アクセス等の監視、
監視カメラ映像確認を
実施した。

B
現状維持
の方向

変更なし

140 3-5-5
庁内ヘルプデ
スクの運用

継続
事業

情報システ
ム課

共同電算事業の中でヘルプデスクを配置
して、職員からの各種問い合わせの受
付、一時対応を行う。また、作業申
請、作業依頼及び障害報告などの受
付、進捗管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 運用・実施 B
現状維持
の方向

変更なし

141 3-5-6
ICT-BCPの運
用

継続
事業

情報システ
ム課

大規模災害の発生などにより、通常業
務ができない状況となった場合に、非
常時優先業務を的確に行うことができ
るよう、情報システム部門の業務継続
計画を策定している。非常時に適切な運
用ができるよう、年次訓練の実施や計
画の見直しを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
年次訓練を8月に実
施、計画の見直し及び
改定を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし
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142 3-5-7

障害時におけ
る業務システ
ム利用可能環
境の構築

継続
事業

情報システ
ム課

毎日データベースのバックアップを作
成し、データセンターとのネットワー
ク障害など、各種障害発生時に、住民
票・所得証明書などの発行や各種情報
の参照を可能とする予備システムを庁
内にて稼動させる。また、通常時とほ
ぼ同様のシンクライアント環境約200
セッションを稼働させる。

実施中 運用・実施 運用・実施

業務継続計画に基づく
住民情報（税・保険含
む）システム及びOAシ
ステムの緊急時環境の
運用及び訓練実施
次期庁内OAシステム環
境構築に含めて、緊急
時環境構築を検討

B
現状維持
の方向

変更なし

143 3-5-8
情報セキュリ
ティ対策の運
用

継続
事業

情報システ
ム課

市民の個人情報など、重要な情報資産
を様々な脅威から守るため、不正アク
セスやマルウェアなどのセキュリティ対
策を実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

セキュリティ対策装置
の運用及び管理、自治
体セキュリティクラウ
ド更新に向けた県との
打ち合わせや次期シス
テム切替の準備等を
行った

B
現状維持
の方向

変更なし

144 3-5-9
情報セキュリ
ティレベルの
向上

継続
事業

情報システ
ム課

「富士市情報セキュリティポリシー」
の遵守状況を確認し、本市が保有する
重要な情報を漏洩等の脅威から守るた
めに職員のセキュリティレベルを向上
させる。

実施中 運用・実施 運用・実施

セキュリティ研修（全
職員向けにeラーニン
グ実施）の開催、セ
キュリティアンケート
の実施、外部監査の実
施、内部監査の実施、
不審メール訓練の実施

B
現状維持
の方向

変更なし

145 3-5-10
セキュリティ
プリントの運
用

継続
事業

情報システ
ム課

無駄な印刷を削減すると同時に、印刷
原稿の取り忘れなどを防止し、情報漏
えい事故を削減する。

実施中 運用・実施 運用・実施
複合機の運用、印刷ロ
グの収集及び集計、効
率的な印刷方法の周知

B
現状維持
の方向

変更なし

146 3-5-11
庁内ネット
ワークの運用

継続
事業

情報システ
ム課

庁内に敷設された情報通信ネットワー
クを適切に運用管理するとともに、デ
ジタル変革に基づくネットワーク構成
変更を検討する。

実施中 運用・実施 運用・実施

庁内ネットワークの運
用管理及び定期監視に
よる障害検知
本庁舎・消防庁舎・上
下水道部ネットワーク
リース延長（12ヶ月）

B
現状維持
の方向

変更なし

147 3-5-12
情報提供ネッ
トワークシス
テムの運用

継続
事業

情報システ
ム課

マイナンバーと関連付けられた特定個
人情報を関係機関の間でやり取り（情
報連携）するためのシステムを運用で
きるよう、環境を維持する。

実施中 運用・実施 運用・実施

J-LISに対して中間サー
バーPFに係る交付金を
支払う。中間サーバー
通信ネットワーク機器
を設置し維持する。

B
現状維持
の方向

変更なし

148 3-5-13
全庁型GISの
運用

継続
事業

情報システ
ム課

各部署が保有するデジタル地図データ
を、全庁で閲覧可能なシステムを維持
する。

実施中 運用・実施 運用・実施

各部署が保有するデジ
タル地図データを更新
し、全庁が閲覧可能な
システムを維持した。

B
現状維持
の方向

変更なし

149 3-5-14
公会計システ
ムの運用

継続
事業

財政課

財務書類を作成するため、財務会計シ
ステムから得られる支出伝票データや
固定資産台帳データ等の情報を活用
し、効率的なシステムの運用を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 公会計システム保守 B
現状維持
の方向

変更なし

150 3-5-15
財務会計シス
テムの運用

継続
事業

財政課

事務の効率化、意思決定の迅速化、適
切な予算の編成、執行を行うための基
盤システムを構築・運用し、文書管理
などの関連業務と連携するなど、安定
的・効率的なシステムの運用を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

（現行システム）
財務会計システム運用
保守、行政評価システ
ム運用保守、財務会計
システムリース
（次期システム）
基本設計・構築業務委
託

B
現状維持
の方向

変更なし

151 3-5-16
地方債システ
ムの運用

継続
事業

財政課
地方債の借入・償還等の管理を適切に
行うため、効率的なシステムの運用を
行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 起債管理システム保守 B
現状維持
の方向

変更なし

152 3-5-17

富士市公共建
築物保全管理
システムの運
用

継続
事業

資産経営課

本市が所有・管理する公共建築物に関
する情報の一元管理、情報共有を図
り、保全工事の実施時期及び経費の推
移を示す。

実施中 運用・実施 運用・実施
データの更新、保全に
係る経費の推計、施設
カルテの作成等

B
現状維持
の方向

変更なし

153 3-5-18
電話催告シス
テムの運用

継続
事業

収納課
自動音声電話催告システムを運用し、
市税の初期滞納者に対する納税催告を
行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

自動音声電話催告シス
テムを運用し市税の初
期滞納者に対する納税
勧奨を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

154 3-5-19
徴収支援シス
テムの運用

継続
事業

収納課 徴収支援システムの運用を行う。 実施中 運用・実施 運用・実施

徴収支援システムを活
用することにより、効
率的に滞納整理が行え
た。

B
現状維持
の方向

変更なし
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155 3-5-20
預金貯金等照
会・回答業務
のデジタル化

継続
事業

収納課

行政機関から金融機関に対して行われる
預貯金等の照会は、大量かつ多様な書
面が残る業務であるため、行政機関と
金融機関をつなぎ、加入機関間で統一
フォーマットの電子データによる預貯
金等照会を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

12月末時点 調査実行
件数26,192件
効率よく大量の調査が
実行できたことによ
り、効果的な滞納整理
ができた。

A
現状維持
の方向

変更なし

156 3-5-21
インターネッ
ト公売の活用

継続
事業

収納課特別
債権回収室

差押をした動産及び不動産をインター
ネットオークションシステムで公売す
る。

実施中 運用・実施 運用・実施

年間６回開催され、毎
回、不動産・動産を出
品した。不動産につい
ては８件の出品に対し
１件の落札、動産につ
いては15件の出品に対
し10件の落札があっ
た。

A
現状維持
の方向

変更なし

157 3-5-22

軽自動車関係
税申告データ
エントリーシ
ステムの運用

継続
事業

市民税課

静岡地方税滞納整理機構で作成される
軽自動車税申告書データの閲覧、加工
などを行い、課税システムに反映させ
る。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムの運用を行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

158 3-5-23
固定資産税シ
ステムの運用

継続
事業

資産税課
固定資産税にかかる評価・賦課、課税
資料の整備を行うとともに、業務効率
化を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施 システムの運用 B
現状維持
の方向

変更なし

159 3-5-24
家屋評価計算
システムの運
用

継続
事業

資産税課
家屋評価計算システムを運用し、家屋
の適正な評価を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 システムの運用 B
現状維持
の方向

変更なし

160 3-5-25
改製原住民票
発行システム
の運用

継続
事業

市民課

基幹系システム移行前の汎用機の住民
票データを改製原住民票発行システム
で一元管理することにより、改製原住
民票の発行を円滑に実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

改製原住民票の適正な
発行・管理を行った。
発行：12件
誤交付、トラブル等：
０件

B
現状維持
の方向

変更なし

161 3-5-26
法務省連携シ
ステムの運用

継続
事業

市民課

平成24年７月の入管法の改正に伴い、
外国人住民の在留資格などを適正に管
理するため、LGWANを経由し、貸与さ
れた端末により、法務省と自治体の間
で外国人住民に係る住居地などの情報
連携を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

法務省と連携して、同
システムにより外国人
住民の在留資格の適正
な管理を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

162 3-5-27
戸籍総合シス
テムの運用

継続
事業

市民課

戸籍の電子化により、平成13年２月17
日から戸籍総合システムを導入し、現
在戸籍、改製原戸籍、除籍、戸籍の附
票などの戸籍簿に係る適正な管理を行
う。また、相続税法第58条の通知及び
人口動態調査も同システムにより運用
する。

実施中 運用・実施 運用・実施

同システムによる戸籍
データの適正な運用管
理、システムのリース
等維持管理を行った。
なお、予定していた経
費を超過した分は、法
改正に伴うシステム改
修によるものである。

B
現状維持
の方向

変更なし

163 3-5-28
戸籍副本デー
タ管理システ
ムの運用

継続
事業

市民課

全国の自治体独自の戸籍システムから
遠隔地にある戸籍副本データ管理セン
ター内の戸籍副本データ管理システム
に、法務省より貸与された専用装置を
介して、LGWAN経由で戸籍副本データ
を送信する。

実施中 運用・実施 運用・実施

法務局と連携して、同
システムによる戸籍
データの適正な管理を
行なった。

B
現状維持
の方向

変更なし

164 3-5-29
旅券システム
の運用

継続
事業

市民課
県の権限移譲事務である旅券の申請受
付及び交付を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

旅券の発給に係る申請
の受付及び交付の運用
を適切に行った。
また、旅券の切替に伴
う電子申請を予定通り
実施した。

A
現状維持
の方向

変更なし

165 3-5-30

マイナンバー
カード交付関
連システムの
運用

継続
事業

市民課

マイナンバーカード交付時に利用する
顔認証システムと、マイナンバーカー
ドと通知カードの裏書システムによ
り、円滑なマイナンバーカード交付事
務を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

令和4年度に実施した
商業施設や企業での出
張申請を令和5年度は
実施しなかった結果、
前年度と比較して約半
数の交付数となる約
25,000枚を交付する見
込みである。実績額の
減少は、交付数減少に
よる交付事務の影響に
よる。

B
現状維持
の方向

変更なし
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166 3-5-31
敬老事業シス
テムの運用

継続
事業

福祉総務課
敬老祝金の贈呈、米寿記念品の贈呈及
び100歳祝支給事業の実施に伴う対象者
データの管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 運用・実施 B
現状維持
の方向

変更なし

167 3-5-32
国保連連携シ
ステムの運用
（介護保険）

継続
事業

介護保険課

要介護認定などの被保険者情報を管理
する。毎月、被保険者情報を介護保険
給付の審査支払を委託している静岡県国
民健康保険団体連合会（国保連）に送
付し、介護サービス事業者から提出が
あった請求情報と突合審査を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムを利用して国
保連とのデータ連携を
円滑に行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

168 3-5-33

介護保険指定
事業者等管理
システムの運
用

継続
事業

介護保険
課、高齢者
支援課

市が指定権者となる地域密着型サービ
ス事業者等の事業者情報や介護給付費
算定に係る加算などの情報を管理す
る。事業者から提出された情報を県が
管理するクラウドシステムに入力し、
介護給付費の審査・支払事務を行う国
民健康保険団体連合会（国保連）と連
携を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

システムを利用して事
業者の情報を管理し、
県とのデータ連携を円
滑に行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

169 3-5-34
生活保護シス
テムの運用

継続
事業

生活支援課
生活保護システムを使用し、生活保護
受給者情報の管理、ケース対応記録の
入力、保護費の認定処理等を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

生活保護システムを使
用し、生活保護受給者
情報の管理、ケース対
応記録の入力、保護費
の認定処理等を行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

170 3-5-35

国保連連携シ
ステムの運用
（障害者総合
支援）

継続
事業

障害福祉課

障害者などに対する自立支援給付費支
給決定情報を管理する。毎月、自立支
援給付費支給決定情報を自立支援給付
の審査支払を委託している静岡県国民健
康保険団体連合会（国保連）に送付
し、障害福祉サービス事業者からの請
求情報と突合審査を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

毎月、前月に更新の
あった受給者台帳情報
を送信、台帳エラーの
点検、修正、更新後の
台帳情報の受信を当該
システムを経由して
行っている。

B
現状維持
の方向

変更なし

171 3-5-36
ふじやま学園
利用者管理シ
ステムの運用

継続
事業

障害福祉課
（ふじやま
学園）

入所児童情報や在宅児童情報、学園日
誌、寮日誌及び打合せ記録、入所児童
統計情報の作成を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

学園運営の指定管理者
制度移行は当面直営と
方向性が決まったた
め、引き続き、現行シ
ステムの範囲内で改良
を行いつつ事業継続と
する。

B
現状維持
の方向

変更なし

172 3-5-37
児童家庭相談
管理システム
の運用

継続
事業

こども家庭
課

情報管理や各種帳票の作成、実績集計
等を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

児童家庭相談システム
の安定した稼働と、国
の「要保護児童等に関
する情報共有システ
ム」とのデータ連携を
行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

173 3-5-38
ひとり親家庭
等入学祝金給
付事業の運用

継続
事業

子育て給付
課

ひとり親家庭等の児童・生徒が小中学
校へ入学するにあたり、入学祝金を支
給する。

実施中 運用・実施 運用・実施

共同電算ツールを使用
せず福祉総合システム
で業務運用を継続し
た。
LoGoフォームによる申
請を導入した。

B
現状維持
の方向

変更なし

174 3-5-39
公害病補償管
理システムの
運用

継続
事業

保健医療課
システムの運用により、公害病補償業
務を正確かつ迅速に行えるようにす
る。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムを運用して公
害病補償業務を行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

175 3-5-40
特定疾患給付
システムの運
用

継続
事業

保健医療課
システムの運用により、特定疾患給付
業務を正確かつ迅速に行えるようにす
る。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムを運用して特
定疾患給付業務を行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

176 3-5-41
保健総合情報
システムの運
用

継続
事業

健康政策課
 検(健)診や予防接種履歴の確認、講座
の申込み状況と結果の管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
システム運用と、デー
タ入力処理業務

B
現状維持
の方向

変更なし

177 3-5-42

国保連連携シ
ステムの運用
（国民健康保
険）

継続
事業

国保年金課

国民健康保険の被保険者情報を管理す
る。毎月、被保険者の情報を保険給付
の審査支払を委託している静岡県国民健
康保険団体連合会（国保連）に送付
し、医療機関から提出のあった請求情
報と突合審査を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
システム運用の安全・
円滑な実施

B
現状維持
の方向

変更なし
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178 3-5-43

静岡県後期高
齢者医療広域
連合電算処理
システムの運
用

継続
事業

国保年金課
後期高齢者医療事業における電算処理
を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

被保険者の増、２割負
担ができたため、保険
証等の発行件数が増加
している。

B
現状維持
の方向

変更なし

179 3-5-44

健診・医療・
介護等のデー
タを活用した
関連計画の推
進

継続
事業

国保年金課

平成26年度から健康管理システムによ
るデータ管理に加え、国保データベー
ス（KDB）システムと静岡県国保医療
費分析システムにより、健診・医療・
介護等のデータを利用した分析が容易
にできる環境が整備されている。データ
ベースを共有し、各課で策定する事業
計画のPDCAサイクルの考え方による事
業展開や日々の業務に相互活用していく
ことが求められることから、令和5年度
に、「富士市国民健康保険保健事業実
施計画（データヘルス計画）」を策定
する。

実施中 運用・実施 運用・実施

第３期富士市国民健康
保険保健事業実施計画
（データヘルス計画）
の策定
多職種による会議等へ
の参加

B
現状維持
の方向

変更なし

180 3-5-45

国保保険者標
準事務処理シ
ステム連携事
業

継続
事業

国保年金課

国保保険者標準事務処理システムを構
築して、静岡県と国保連合会と市が連携
し、法令に基づく事務処理を行う。シ
ステム統一化により、静岡県の定める
国保運営方針に基づく統一された運営
を可能とする。

実施中 運用・実施 運用・実施
国保情報集約システム
の運用

B
現状維持
の方向

変更なし

181 3-5-46
看護学校学生
情報管理シス
テムの運用

継続
事業

看護専門学
校

学内管理情報ソフトを使用した学生情
報管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
学内管理情報ソフトを
使用して、学生情報を
一元管理する。

B
現状維持
の方向

変更なし

182 3-5-47
環境基本計画
システムの運
用

継続
事業

環境総務課

「富士市環境基本条例」に基づき策定
された環境行政の最上位計画である
「第三次富士市環境基本計画」の進行
管理を行う。また、「地球温暖化対策
の推進に関する法律」に基づき策定さ
れた「富士市地球温暖化対策実行計画
（事務事業編第三期計画）」の進行管
理も併せて行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムの運用による
進行管理

B
現状維持
の方向

変更なし

183 3-5-48
畜犬管理シス
テムの運用

継続
事業

環境総務課
市内の畜犬の登録管理、狂犬病予防接
種の状況を管理する。

実施中 運用・実施 運用・実施 運用継続 B
現状維持
の方向

変更なし

184 3-5-49
森林墓園管理
システムの運
用

継続
事業

環境総務課
富士市森林墓園の利用者、使用料、利
用料の管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

管理システムの改修で
はなく、ロゴフォーム
のオンライン決済機能
を活用したクレジット
カード決済の導入

B
現状維持
の方向

変更なし

185 3-5-50
面的評価支援
システムの活
用

継続
事業

環境保全課
自動車騒音の騒音測定などを実施し、
環境基準の達成状況を把握する。

実施中 運用・実施 運用・実施

対象路線７路線７測定
点の騒音測定等を実施
し、環境基準の達成状
況を把握した。

A
現状維持
の方向

変更なし

186 3-5-51
大気汚染監視
システムの活
用

継続
事業

環境保全課
大気汚染の状況をテレメータシステムを
通じて常時監視する。

実施中 運用・実施 運用・実施
大気汚染の状況を常時
監視し、環境基準の達
成状況を把握した。

B
現状維持
の方向

変更なし

187 3-5-52

農地中間管理
事業地図作成
システムの運
用

継続
事業

農政課
農地や土地改良施設などの地図情報管
理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

農地中間管理事業にお
ける、地図作成及び農
地集積集約状況の把握
のため

B
現状維持
の方向

変更なし

188 3-5-53
農地中間管理
事業管理シス
テムの運用

継続
事業

農政課
農地中間管理事業に関するデータ管理
を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
中間管理事業の効率化
に役立っている。

B
現状維持
の方向

変更なし

189 3-5-54
確認野帳シス
テムの運用

継続
事業

農政課
確認野帳の基礎資料となる水田台帳の
データ管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 システムの運用・実施 B
現状維持
の方向

変更なし

190 3-5-55
農用地管理シ
ステムの運用

継続
事業

農政課
農業振興地域内の農用地区域の情報管
理及び農用地管理システムの保守管理

実施中 運用・実施 運用・実施 システムの運用・実施 B
現状維持
の方向

変更なし

191 3-5-56
山林貸付地管
理システムの
運用

継続
事業

林政課
森林財産及び旧富士川町の山林貸付地
の契約情報をシステムで管理運用す
る。

実施中 運用・実施 運用・実施

山林貸付地の契約情報
を適切に管理し、貸付
料の徴収や契約の相
続、譲渡、解約等の手
続きを円滑に執行でき
た。

B
現状維持
の方向

変更なし
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192 3-5-57
建築確認申請
支援システム
の運用

継続
事業

建築土地対
策課

建築確認申請などの台帳をシステムで
管理運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・確認、許可などにつ
いて、市で処分した物
件については入力作
業、民間の確認審査機
関が処分した物件につ
いては配信を受けた。

A 変更なし

193 3-5-58
公園台帳管理
システムの運
用

継続
事業

みどりの課 公園台帳に関するデータ管理を行う。 実施中 運用・実施 運用・実施
新たに整備した公園の
台帳作成及び既存公園
の台帳更新

B
現状維持
の方向

変更なし

194 3-5-59
公営住宅管理
システムの運
用

継続
事業

住宅政策課
公営住宅管理システムを使用し、市営
住宅の入居者管理、収納管理及び家賃
算定などを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
マイナンバーの登録率
を向上させる。

A
現状維持
の方向

変更なし

195 3-5-60

富士市公共建
築物保全シス
テムの運用
(市営住宅)

継続
事業

住宅政策課

公営住宅ストック総合改善事業に資す
る、公営住宅などに関する情報をデータ
ベース（台帳整備）により、市営住宅
の維持保全のツールの一部とする。

実施中 運用・実施 運用・実施
データの整理、更新を
実施する。

B
現状維持
の方向

変更なし

196 3-5-61
下水道公営企
業会計システ
ムの運用

継続
事業

上下水道経
営課

伝票などの管理、財務諸表の作成、企
業債償還情報の管理、予算編成などを
行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

会計システムを継続運
用し、財務諸表の作成
を通じ、経営成績及び
財政状況の把握を行
う。伝票類・企業債償
還情報・予算編成など
の機能が、適正に起動
するように検査・確認
を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

197 3-5-62
下水道固定資
産管理システ
ムの運用

継続
事業

上下水道経
営課

工事及び資産の取得情報などの入力管
理、除却資産の特定、減価償却費の計
算等を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

固定資産管理システム
を継続運用し、財務諸
表の作成を通じ、経営
成績及び財政状況の把
握を行う。減価償却費
の計算などの機能が、
適正に起動するように
検査・確認を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

198 3-5-63
水道公営企業
会計システム
の運用

継続
事業

上下水道経
営課

伝票類の管理、財務諸表の作成、貯蔵
品の管理、予算編成、企業債償還情報
の管理、固定資産の管理などを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

会計システムを継続運
用し、財務諸表の作成
を通じ、経営成績及び
財務状況の把握を行
う。伝票類・企業債償
還情報・予算編成等の
機能が、適宜に起動す
るように検査・確認を
行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

199 3-5-64
口座伝送シス
テムの運用
（上下水道）

継続
事業

上下水道営
業課、上下
水道経営課

上下水道料金の口座振替・口座振込の
データ転送を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

上下水道事業に係る料
金の口座振替および支
払経費の口座振込のた
めの伝送システムとし
て運用した。令和５年
１２月末日でＩＳＤＮ
回線が終了のため、イ
ンターネット回線の工
事及びデータ伝送利用
設定を行った（データ
伝送利用手数料有料）

B
現状維持
の方向

変更なし

200 3-5-65
下水道受益者
負担金システ
ムの運用

継続
事業

上下水道営
業課

下水道事業受益者負担金及び分担金の
賦課収納管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

下水道事業受益者負担
金及び分担金の賦課収
納管理システムの運用
維持を行う（システム
更新）。

A
現状維持
の方向

変更なし

201 3-5-66
下水道総合管
理システムの
運用

継続
事業

上下水道営
業課

管渠、排水設備、受益地などのデータ
更新、システム保守及び改良を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

管渠、排水設備、受益
地などのデータ更新・
システム保守・システ
ム改良を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

202 3-5-67
OCRシステム
の運用（上下
水道）

継続
事業

上下水道営
業課

OCRシステムの運用により、収納事
務・出納事務の効率的かつ確実な執行
を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

上下水道料金及び下水
道受益者負担金等に関
しＯＣＲシステムを運
用した。

B
現状維持
の方向

変更なし

203 3-5-68
管路情報管理
システムの運
用

継続
事業

水道工務課
水道施設データを登録し、水道施設の
検索・閲覧を行えるようにする。

実施中 運用・実施 運用・実施
新規・更新データ登
録、
システム保守管理

A
現状維持
の方向

変更なし
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204 3-5-69
水道施設監視
システムの運
用

継続
事業

水道維持課
遠方監視制御システムを用いて、水道
施設の運転状態を上水道管理センター
で集中監視する。

実施中 運用・実施 運用・実施

水道水の安定供給に資
する監視システムの安
定運用と、そのための
保守点家業務を予定通
り実施できた。

B
現状維持
の方向

変更なし

205 3-5-70
終末処理場遠
方監視システ
ムの運用

継続
事業

下水道施設
維持課

システムにより、遠方から終末処理場
の状態管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 システム運用 B
現状維持
の方向

変更なし

206 3-5-71
終末処理場等
設備台帳シス
テムの運用

継続
事業

下水道施設
維持課

終末処理場等の資産（設備）データを
蓄積し、簡易に検索・閲覧及び修正を
行えるようにする。

実施中 運用・実施 運用・実施 システム運用 B
現状維持
の方向

変更なし

207 3-5-72
道路河川占用
管理システム
の運用

継続
事業

建設総務課
道路及び河川の維持管理業務におい
て、道路及び河川占用許可にかかる
データの管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムの円滑な運用
に向け、システムの改
善を図る。

B
現状維持
の方向

変更なし

208 3-5-73
土木積算シス
テムの運用

継続
事業

道路整備課 土木工事の設計価格の算出を行う。 実施中 運用・実施 運用・実施
土木積算システムの契
約および運用

B
現状維持
の方向

変更なし

209 3-5-74
営繕積算シス
テムの運用

継続
事業

施設保全課

公共建築物等の整備に係る設計書の作
成において、設計支援システムとなる
「営繕積算システムRIBCⅡ」を用いる
ことにより、工事における適正な事業
費の作成を行い、効率的な事業執行を
図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

｢営繕積算システム
RIBC｣の運用、各担当
用の2ライセンスを継
続取得

B
現状維持
の方向

変更なし

210 3-5-75
病院公営企業
会計システム
の運用

継続
事業

病院経営課
伝票管理、財務諸表の作成、企業債償
還情報の管理、固定資産台帳の管理、
予算編成などを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

予算編成、伝票管理、
決算調製等財務諸表の
作成、固定資産台帳管
理、企業債償還情報等
の管理

B
現状維持
の方向

変更なし

211 3-5-76
勤怠管理シス
テム推進事業

継続
事業

病院総務課
自動打刻システムの導入により、出退
勤管理及び各種データ活用による残
業・自己研鑽・休暇等の管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

自動打刻システムの
データ確認及び職員の
負担軽減のための活用
の検討

A
現状維持
の方向

変更なし

212 3-5-77

ICTを活用し
た中央病院診
療情報システ
ムの管理運用

継続
事業

医事課

電子カルテ、各部門システム等情報シ
ステムやその通信ネットワークなど、
中央病院における診療情報システム安
定運用のための管理運用を行う。併せ
てセキュリティ対策も実施する。

実施中 導入準備 導入準備

令和6年7月システム更
新に向け、業者選定、
仕様調整を実施。構築
作業に入った。

B
現状維持
の方向

変更なし

213 3-5-78
口座伝送シス
テムの運用
（会計室）

継続
事業

会計室
税・料の口座振替・口座振込のデータ
伝送を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

税・料の口座振替・口
座振込のデータ伝送
サービスシステムを運
用する。

B
現状維持
の方向

変更なし

214 3-5-79

指定金融機関
日計・移替シ
ステム及び
OCRシステム
の運用

継続
事業

会計室
システムによる指定金融機関日計・移
替及びOCRの運用を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
指定金融機関日計・移
替システム及びOCRシ
ステムを運用する。

B
現状維持
の方向

変更なし

215 3-5-80 校務のICT化
継続
事業

学校教育課
統合型校務支援ソフトを整備し、小中
学校教職員１人に１台校務用パソコン
を配備する。

実施中 導入準備 運用・実施

・校務用パソコン及び
校務支援ソフトの効果
に活用し、授業と校務
のデジタル化が推進さ
れた。

B
現状維持
の方向

変更なし

216 3-5-81
学籍管理シス
テムの運用

継続
事業

学務課

学齢児童生徒の学籍の管理を行う。ま
た、要保護及び準要保護児童生徒就学
援助費、特別支援教育就学奨励費の認
定支給にかかる管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 システムの継続運用 B
現状維持
の方向

変更なし

217 3-5-82
選挙管理シス
テムの運用

継続
事業

選挙管理委
員会事務局

システムにより、投開票事務の効率的
かつ適正な管理執行を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

静岡県議会議員選挙・
富士市議会議員選挙の
執行、各種選挙集計の
実施

A
現状維持
の方向

変更なし

218 3-5-83

農地台帳管理
システム及び
農地地図情報
システムの運
用

継続
事業

農業委員会
事務局

農地台帳に記録する農地などの情報の
随時把握及び的確な補整を行う。ま
た、台帳管理システムと連動して、農地
の面的把握と地図との一元管理による
事務の円滑化及び効率的な農地管理を
行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
農地情報を的確かつ迅
速に処理し、台帳管理
業務の効率化を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし


